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JR東日本では、地震発生時に高速で走行する新幹線の安全を確保するため、沿線や海岸に配置した地震計で観測される
地震情報から被害のおそれの有無を早期に判定し、被害のおそれのある場合にはすみやかに列車を停止させる新幹線早期地震
検知システムを導入している。一方、社外に目を向けると、2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震以降、国立研究開発法人
防災科学技術研究所（以下、NIED）が、房総沖から釧路沖までの太平洋海域に日本海溝海底地震津波観測網（以下、S-net）
の整備を行ってきた（図1）。S-netは地震計と津波計をケーブルで接続して海底に敷設しており、このS-netを活用できれば、陸上
の地震計に比べ太平洋沖で発生する地震を早期に検知することが期待できる。そこで、JR東日本は2017年11月から新幹線早期
地震検知システムにS-net情報を用いた地震警報機能を追加している。
S-net情報を用いた地震警報は、海底地震計で観測した加速度が制御基準値を超過すると出力される。この制御基準値は、
沿線で80galとなる地震を想定した基準値と海底の軟弱地盤（以下、堆積層）で加速度が増幅される1）、2）ことを考慮した地盤増幅
率の乗算値として設定している3）（図2）。沿線で80galとなる地震の規模は線路と震源の距離によって変わるため（図3）、基準値の
算出は、陸域の地震観測値に基づく距離減衰式（以下、陸上式）を用いた。なお、距離減衰式とは最大加速度を予測する回帰
式で、使用した陸上式は式（1）で表される4）。

海底地震計の制御基準値に用いる地盤増幅率の精緻化

Elaboration of site factors used for the control value of the ocean bottom seismometer

Abstract
Since November 2017, the earthquake early warning for Shinkansen uses ocean bottom seismometer(OBS), and an alarm is issued 
when the ocean bottom seismometer exceeds the control value. The control value is set by multiplying the reference value that 
changes with distance from Shinkansen line to seismometer due to attenuation and the site factor that takes into account the 
amplification of seismic motion due to soft deposits on the seabed. However, the site factor is poor accuracy, because that factors 
is set to the average value at all observation points since there was little observation data when OBS was introduced. Therefore, 
in this study, we proposed a method to set precise site factor according to the installation environment of OBS by utilizing the 
observation record obtained by the ocean bottom seismometer.
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次に地盤増幅率について述べる。通常、地盤増幅率は観測地点の堆積層の軟らかさや堆積層厚などで変化する5）ため、観測
点ごとに異なる値になると考えられるが、現行の地盤増幅率は、2016年6月〜2017年4月に観測された36地震47データで得られる
地盤増幅率の平均値1.9を一律に設定した（図4）。
なお、一律の地盤増幅率とした考え方は以下2点である。
①�各海底地震計位置の地盤情報が不明であったため、地盤増幅率は「海底地震計の観測値÷距離減衰式（陸上式）の推定値」
で定義した。
②�図3に示すように、各海底地震計が早期効果を発揮すると想定した受け持ち範囲（90㎞×30㎞）を設定し、その範囲内の観測値
から地盤増幅率を算出した。なお、導入当時は海底地震計の観測値が少なく、地盤増幅率が算出できない観測点があった。
以上のことから、S-net情報を用いた新幹線早期地震検知システムにおいて地震警報の更なる精度向上のため地盤増幅率の
精緻化が望まれていた。そこでS-netの導入後、筆者らは新たに得られた海底地盤情報や海底地震計で蓄積された観測値を用い
て地盤増幅率の精緻化に向けた研究を進めてきた。本稿では、研究内容の報告を行い、最後に新しい地盤増幅率を提案する。

2. 地盤増幅率の精緻化に向けた検討

1章で述べたとおり、海底地盤情報が不明であったため、複数の観点から地盤増幅率の精緻化の検討を行った。本章ではこれ
まで実施した検討内容とその結果、最後に考察を踏まえ地盤増幅率を提案する。

2・1 堆積層厚に着目した検討

本節では、堆積層厚に着目した地盤増幅率の算出方法について述べる。本検討を行うにあたり、既往の海底地盤情報につい
て調査を行い、NIEDおよび国立研究開発法人海洋研究開発機構（以下、JAMSTEC）がS-net海域の堆積層厚の情報を保有
していることがわかった。NIEDおよびJAMSTECでは、海底地盤の堆積構造を把握するため、太平洋沿岸部においてマルチ
チャネル反射法地震探査（以下、MCS）を実施していた。MCSで取得された反射断面において、最深反射面までを堆積層厚と
して読取りをした結果から各海底地震計位置の堆積層厚を推定することができた（図5）。
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図2　海底地震計による制御基準の考え方図1　JR地震計、S-net海底地震計観測網
（NIED提供の図を一部加工）

図4　現行地盤増幅率の算出図3　沿線と震源の距離の違いによる地震動の伝搬状況イメージ
（震源を中心とする同心円で加速度が減衰する様子を表現）
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次に地盤増幅率を算出する。本検討では2016年3月〜2020年4月に発生したM4.5以上の360地震、4,592データを使用し、地盤
増幅率は導入当初と同様に「海底地震計の観測値÷距離減衰式の推定値」で定義した。
以上の結果から地盤増幅率と堆積層厚との関係を求めた（図6）。図6には、受け持ち範囲内の地震に限定する場合と限定し

ない場合の2パターンを想定して、震央から45㎞未満の位置に海底地震計がある地震と45㎞以上の位置に海底地震計がある
地震のデータに分けてプロットしている。傾向として堆積層厚が厚い程、地盤増幅率も大きくなる正の相関が確認できる。そこで
地盤増幅率と堆積層厚の関係から対数相関係数を算出すると、震央距離45㎞未満のデータを使用した場合で0.195、受け持ち
範囲内の地震に限定せず全てのデータを使用した場合で0.240となった。この結果から、受け持ち範囲の観測値に制限しなくとも
影響はないと推察されるため、以降の検討では全てのデータを用いている。以上より、地盤増幅率と堆積層厚の回帰分析から式�（2）
を算出し、各観測点位置の堆積層厚から地盤増幅率を求める方法を得た。

2・2 距離減衰式の改良による検討

本節では、距離減衰式を改良することで地盤増幅率を精緻化する手法について述べる。これは地盤増幅率の定義である
「海底地震計の加速度÷距離減衰式の推定加速度」から、距離減衰式の改良を行うことで地盤増幅率の精度を高めることを期待
したものであり、図6で個々の地盤増幅率の値にばらつきが見られたので、海底地震計の観測値から算出する距離減衰式にするこ
とでばらつきを小さくできるのではないかと考えた。
距離減衰式の改良には、海底地震計で2016年3月〜2022年5月の間に観測されたM4.5以上の474地震、34,839データを用いた。
使用データについてマグニチュードごとの地震数を図7に示すが、M4.5〜M5.5が大半を占めており、M7.0を超える地震は3地震で
ある。以上のデータセットから既往研究4）、6）と同様の回帰分析を行い、式（3）に示す距離減衰式（以下、海底式）を算出した。
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図5　MCSによる海底地震計近傍の
堆積層厚推定分布

図6　地盤増幅率と堆積層厚の関係

図7　検討に使用した地震のマグニチュードのヒストグラム

、 、

、 、

、



Special edition paper
巻 頭 記 事特 集 論 文 7

62JR EAST Technical Review-No.70-2023

海底式と陸上式の推定値の大小を比較するため、海底地震計の全観測値とM6.0、震源深さ20㎞とした場合の海底式、陸上
式による推定値を求めた（図8）。図8から両者の距離減衰傾向が類似していることがわかった。また、同じマグニチュード、震源
深さの場合、海底式による推定加速度の方が大きくなる傾向であり、陸上と比較して海底では地震動が平均的に増幅される特徴と
も整合した結果が得られている。
次に海底式による地盤増幅率と堆積層厚との関係を求めた（図9）。使用した観測値は、図6と比較するため2・1節の検討と

同様である。この結果、陸上式を用いた場合の地盤増幅率と堆積層厚の対数相関係数が0.240に対して海底式の場合、対数
相関係数が0.240となり、海底式による地盤増幅率と堆積層厚の相関性に有意な差は見られなかった。

2・3 観測値を用いた地盤増幅率の検討

本節では、陸上式や海底式を用いて、海底地震計ごとに地盤増幅率を評価する方法について述べる。陸上式による地盤増幅
率は、1章と同様に、「海底地震計の観測値÷距離減衰式（陸上式）の推定値」で定義する。ここでは、全データから求めた地盤
増幅率を全海底地震計一律に設定するのではなく、海底地震計ごとに地盤増幅率の平均値を設定することとした。2・2節で説明
した海底式の構築に用いたデータセットから、陸上式により海底地震計ごとの地盤増幅率の対数平均値を算出した結果を図10に
示す。
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図8　距離減衰式による推定値と観測値との比較 図9　堆積層厚と陸上式、海底式による
地盤増幅率の関係の比較

図10　陸上式により求めた観測点ごとの地盤増幅率
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一方、海底式による地盤増幅率を検討するために、式（3）を下式のように表す。

式（4）は、平均的な海底地盤における最大加速度に10cjを乗じて補正する形となっており、10cjが海底式による地盤増幅率に
対応する。ここで地点補正値cjは、海底式の構築時に各観測点で固有の値として算出されている。海底式は、図8に示したように、
陸上と比較して海底で地震動が平均的に増幅される効果を含んでいるのに対し、沿線からの距離に応じた基準値の設定には、
1章で述べたように陸上式が用いられていることから、地盤増幅率として10cjを直接用いることはできない。そこで、次式により
スケール変換する。

式（5）はMin-Max�normalization法と言われ、最小値0、最大値1にスケーリングすることでデジタルデータとして扱うための正規
化で用いられる。式（5）の適用にあたり、変換するスケールの最小値 と最大値 は、図10に示した陸上式による地盤増幅率の
値を用いることが可能である。例えば、図11の海底地震計の地盤増幅率のヒストグラムをもとに、地盤増幅率が1未満となる箇所
および相対的に大きな値となる箇所を除外したうえで最小値1.0、最大値4.7と設定し、各海底地震計での10cjの値を式（5）により
スケール変換した結果が図12である。図12より、スケール変換前に比べて、スケール変換後では地盤増幅率が高くなっている。
これは、海底式が、図8に示したように、陸上と比較して海底で地震動が平均的に増幅される効果を含んでいたためである。

2・4 地盤増幅率の提案

本節では、2・3節までの内容から、現時点で最も適切な地盤増幅率を提案する。2・2節では、地盤増幅率の精度向上のため
に海底式を構築して、海底式による地盤増幅率と堆積層厚との関係を評価したが、両者の相関性は弱く、陸上式に対する優位性
も見られなかった。そのため、式（2）のように堆積層厚のみから地盤増幅率を推定する方法は、現時点では適用困難であり、
地盤物性などの堆積層に関する更なる調査・研究が必要である。
2・3節では、現行の地盤増幅率の考え方を踏襲しつつ、データの蓄積を考慮して、陸上式による地盤増幅率を海底地震計ごと

に評価する方法を示した。また、海底式による地盤増幅率として地点補正値cjに基づく10cjを用いる方法を示したが、陸上式に
よる地盤増幅率を参照したスケール変換が必要であり、地盤増幅率の評価手順が煩雑である。図8に示したように陸上式と海底式
の距離減衰傾向は類似しており、図9に示したように海底式による地盤増幅率の評価精度が陸上式と同等程度であることから、
現時点では陸上式を用いて海底地震計ごとに地盤増幅率を評価する方法が最も適切と考える。なお、今後もデータの蓄積に応じ
て、地盤増幅率を評価するための距離減衰式について適宜見直しを行っていく必要がある。

、 、

、 、

、

、 、

、 、

、

図12　10cjの変換前と変換後の関係図11　陸上式による地盤増幅率のヒストグラム
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3. まとめ

今回、S-netで蓄積された観測値を用いて、地盤増幅率の精緻化を目的として、新しい地盤増幅率の設定方法を検討した。今後、
陸上式を用いて海底地震計ごとに評価した地盤増幅率を用いて制御基準値を算出し、早期性や安定性などによる評価から制御
基準値を見直す予定である。
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